
都は、引きこもり状態の精神障
がい者に対する訪問活動への
支援を行うほか、民間と連携
した短期宿泊のモデル事業を
実施します。

精神障がい者への
訪問活動など支援

引きこもり支援引きこもり支援引きこもり支援

学校における、ガラスや天井部
材などの「非構造部材」耐震化
に向け、都は来年度、全都立学
校で体育館を優先して総点検を
実施します。

ガラスなど「非構造部材」の
対策実施へ

学校の耐震化学校の耐震化学校の耐震化

都は地域防災計画の修正に当
たり、検討部会に女性委員を
選任するほか、都女性職員な
どによるワーキンググループ
も設けます。

女性の視点を
地域防災計画に反映

防災対策防災対策防災対策

質問質
般一一Question

日本経済再生の鍵として、海外企業を東京に誘致し、アジア
や海外の成長活力を取り込むことが求められています。都は
今後、ビジネス環境の整備に努めるとともに、外国人家族
の生活相談や各種手続きの代行などをワンストップで行う
「生活コンシェルジュ」を民間との連携の下に設置します。

海外企業の誘致で日本経済再生に貢献

〈東京をアジアのヘッドクォーターの拠点に〉

都議会公明党がこれ
まで主張してきた、
都立駒込病院への最
先端の放射線治療機
器 3 台の導入がいよ
いよ実現しました。
代表質問で都議会
公明党が機能などを
ただしたのに対し、都は①頭部や頸部のがんにピンポイ
ント照射するサイバーナイフ②がんの形状に合わせた照
射技術とＣＴの技術を組み合わせた高精度な照射を行う
機器③呼吸に応じて揺れ動くがん細胞を追尾して照射す
る機能を装備した機器――の３種類の内容を明らかにしま
した。これらの機器が全てそろっているのは全国で駒込
病院のみで、3 月中に全てが稼働を開始します。また、
治療には保険が適用されます。都は今後、治療実績などを
踏まえ、多摩総合医療センターなど他の都立病院への
導入についても研究・検討していきます。

駒込病院で最先端の
放射線治療機器が稼働、保険適用も可

【景気対策】

都は今後、積極的に都立高校生の留学支援を行うこととして
います。その上で、多くの都立学校生徒が留学に挑戦できる
ように、留学体験を発表するフォーラム開催や冊子の作製、
ウェブページ開設などを行い、留学の成果を広く還元します。

留学の成果を
周知する取り組みを推進

【教育】

都議会公明党は、これまで看護師や介護福祉士候補者が
１３００人来日しているものの合格率が数％と低い点を指
摘。都は首都大学が支援する NPO の国家試験対策学習会
に参加した場合の合格率が高いことから、これらの実績
を活用し、支援を拡大していく予定です。

外国人看護師と介護福祉士候補への
研修支援を

【福祉・保健施策】

視覚と聴覚の両方が不自由な「盲ろう者」のための「東京都
盲ろう者支援センター」に、一人でも多くの人をつなげるため、
都は、身近な窓口となる区市町村にセンターとの連携を
働き掛けるほか、４月には盲ろう者で東大教授の福島智氏
による講演会を開催します。

盲ろう者支援で
区市町村との連携強化

【障がい者施策】

都は今後、自転車条例の制定に向け、さまざまな自転車
対策の在り方について、利用者や自転車関連業、バス、
タクシー、トラックといった運輸業界など、幅広い関係
者による検討と合意形成の場を新たに設けます。

条例制定を含めた
新たな検討の場を設置へ

【自転車政策】

高齢者が住み慣れた地域や住宅で暮らせるようサポート
する「あんしん居住制度」の利用を促進するため、都は
事業主体と協議し、準備金 50 万円を一括して支払う従来
の制度に加え、月払い制度の早期導入を検討します。

※「あんしん居住制度」…… 住み慣れた地域での高齢者などの生
活を支えるため、財団法人「東京都防災・建築まちづくりセンター」
が事業主体となり、持ち家、賃貸を問わず、見守りサービスを行
うほか、亡くなった後の葬儀や家財道具の片付けも行う制度。

「あんしん居住制度」の
利用促進へ制度改善

【住宅】

【がん対策】
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東京都議会の第1回定例会で都議会公明党は、被災地支援策として、福島県への応援ツアーや
がれき処理に関する質問・提案を行いました。都議会公明党の代表質問・一般質問に対する都の回答の要旨を紹介します。

がれき処理に対する住民理解を深めるため、都は被災地の
状況から都内での処理工程、放射線測定の様子などを収めた
ＤＶＤを配布します。（一般質問）

処理工程など収めたＤＶＤを配布

震災がれき震災がれき震災がれき

東日本大震災被災地の最大の課題は、農業や水産業の
壊滅的被害による地元経済の崩壊です。そこで都は、農業
団体などと連携し、被災地に収益をもたらし、雇用の
創出にもつながる都内での物産展の開催を進めます。

都内での物産展開催で
被災地に雇用を

首都直下地震の際に火災などの危険性が高い「木造住
宅密集地域」への対策として、都は「不燃化 10 年プロ
ジェクト」を実施します。その際、都は、まちづくりを担
う区市町村に対し、事業執行体制の確保について支援
します。

地元区の
執行体制の強化を

狭い道路が多数存在する木造住宅密集地域では、消防水
利の整備や地域住民による初期消火体制の強化が重要で
す。そこで、都議会公明党が消火用水源として、排水栓
の活用などを提案したのに対し、都は「多様な消火用水
を活用した地域住民の実践的な初期消火訓練をより一層
推進する」と答えました。

新たな消防用水源を
整備せよ

今後の復旧・復興では、まちづくりの専門技術や行政経
験を持つ職員の需要が高まっています。そこで都は来年
度、現地事務所を通じて被災地の状況を把握し、ニーズ
に即した専門職員を中長期的に派遣します。

現地ニーズ踏まえ
専門職員を中長期派遣

都議会公明党の提案により
「被災地応援ツアー」を平成２４年度も継続実施

都議会公明党の提案により
「被災地応援ツアー」を平成２４年度も継続実施

都議会公明党の提案により
「被災地応援ツアー」を平成２４年度も継続実施

被災地の商品を販売する中小企業やＮＰＯ法人が、都内
各地に点在する商店街の空き店舗を活用してアンテナ
ショップを出せるように、都は、内装や借り上げなどに
必要な経費を助成する取り組みを行います。

空き店舗活用した
アンテナショップに助成

がれきの広域処理が滞っています。都議会公明党は、
都がこれまで岩手県宮古市、宮城県女川町のがれきを受
け入れた経緯を踏まえ、「発信力の強い石原知事と都がひ
と肌もふた肌も脱ぐべき」と主張。これに対し石原知事は、
「都はがれきの受け入れを先頭に立って進めるとともに、
これまで培ったノウハウを提供し、広域処理の促進に力
を尽くす」と表明しました。

都が先頭に立ち
がれき広域処理の促進を

【被災地支援】

【木造住宅密集地域】

〈対 象 県〉 福島県に限定
〈費用負担〉 宿　泊：１泊 3,000円 （２万泊分）
 日帰り：１回 1,500円 （１万 5,000人分）
 〈開始時期〉 ４月以降
 ※但し、登録旅行業者の上期分の受付は終了

●発行／都議会公明党　〒163－8001　新宿区西新宿2－8－1　TEL 03（5320）7250　http://www.togikai-komei.gr.jp/

東京都議会議員

鈴木貫太郎
東京都議会議員

鈴木貫太郎かんたろう通信かんたろう通信 都議会公明党
2012 春季号

＝第1回定例会特集＝



住宅政策

防災対策

被災地支援被被災災地地支支支支援援被災地支援

教育旅行見据え、教員を被災地に派遣

都内の教員を福島県などに派遣し、被災地
での防災教育の効果や教育旅行の可能性を
探ってはどうか。

2012 年度に指定する「防災教育推進校」
の担当教員や区市町村教育委員会の指導主
事などを福島県に派遣し、被災地の状況を

肌で感じさせるとともに、現地教育委の担当者や
教員などとも意見交換を行わせる。

教育長

災害時でも生活継続できる住宅の普及を

震災に有効なＬＣＰ住宅の普及に向けた
取り組みについて都の見解は。

※ＬＣＰ住宅：停電時でも水の供給やエレベーターの運転に必要な最小限
　　　　　　　の電源を確保することで、生活の継続を可能とする住宅

公社住宅などでモデルを示し、既存マン
ションへの普及を図る。また、新規マンショ
ンについても、都有地において民間事業者
を活用し、開発モデルを示していく。さら

に、このような性能を備えた住宅の登録・閲覧制
度を導入し、ホームページ上で公表する。

住宅政策
予
算
特
別
委
員
会
よ
り

都市整備
局長

子どもたちのスポーツ交流の内容拡充

被災地の子どもたちを東京に招待し、ス
ポーツを通じて都内の子どもたちと交流す
る事業について、実施回数や内容の拡充を。

受け入れチームを広く募り、回数や競技種
目を増やすなど、2011 年度を上回る子ど
もたちを招待する。スポーツ

振興局長

都営住宅の安否確認態勢を強化へ

孤立死の防止に向けて都は、都営住宅に
おける居住者の安否確認にどう取り組むのか。

今後、緊急性がある場合、原則として迅速
な入室により安否確認に対応する方針で取
り組む。住宅供給公社に対しても指示を行
い、迅速な安否確認の実施と緊急時の対応

マニュアルの見直しを図っていく。住宅の鍵につ
いては、緊急時の入室をより容易に行えるよう改
善する。

都市整備
局長

障がい者の「ヘルプカード」
普及促進を

障がい者が災害時に必要とする支援
内容などを記載した「ヘルプカード」

の普及促進事業について、今後策定する「都
帰宅困難者対策条例の実施計画」に具体的
に反映させるべき。

「ヘルプカード」について統一的に
活用できるよう標準様式を定め、作
成に対しては区市町村に包括補助に
より 10/10財政支援。
また、計画の策定に当たっては、同
カードの普及促進も含め、災害時要
援護者に配慮した対策を検討する。

防災対策

福祉保健局長
総務局長

木造住宅密集地域での
液状化対策進めよ

都と区が連携して進める「不燃化
10 年プロジェクト」で、指定され

た整備地域 28カ所のうち、15カ所で液状
化の発生が予測されている。不燃化対策に
合わせて液状化対策も推進するべき。

区から具体的な提案があれば、支援
策などについて区と協議していく。

都市整備
局長

ピロティだけの耐震改修も
補助の対象に

阪神・淡路大震災では、旧耐震基準
により建設されたマンションのう

ち、ピロティがある建物は、ないものより
３倍の被害があった。これを踏まえ、まず
ピロティ部分だけを耐震改修する場合につ
いては、補助の対象とするべきだ。

ピロティ部分の耐震化によって耐震
性が確保される場合や、耐震効果の
高い箇所からの段階的改修について
も補助の対象とする。

都市整備
局長
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雇用対策 中小企業対策 新銀行東京

教育 少子化対策

外部人材の活用で高校生の就職支援

普通科高校生の就職状況が厳しい傾
向にある。職業意識を高めるために、

各分野で活躍する外部人材を活用しては。

外部人材の声や姿を生徒に触れさせ
ることで、働くことの意義や喜びを
理解してもらい、確かな職業観と技
能を持った職業人を育成していく。

雇用対策 中小企業対策

教育長

追加出資は取引先の
継続支援に「効果あり」

都議会公明党は 2008 年当時、新銀
行東京が赤字で債務超過の会社

5635 社に貸し付けなどを行っていること
を踏まえ、10 万人を超える従業員や家族
を路頭に迷わせてはいけないと決断し、
400 億円の追加出資を認めた。このような
取引先は守られたのか。

当時の取引先の大半は正常に返済が
進み、完済までに至っている。また、
多くの企業に対して条件変更などに

積極的に応じてきた。その累計は 2008 年
度以降直近までの間に、5526 件、410 億
円に及んでおり、その中には現在も取引が
続いている企業も含まれている。

新銀行東京

産労局長

再建後の業務提携で
400億円の保全、回収を

再建を果たした段階で業務提携先を
探し、400 億円を保全、回収するス
テージに進むべきと考えるが。

銀行が主体的に決めることだが、健
全な相手との提携に関する協力など
は、さまざまな形で都としても行っ
ていくし、多角的に援助していく。

知事

若者向け「企業ツアー」の内容充実を

若者に求人企業や仕事内容の具体的
なイメージを持ってもらい、就職に

つなげるための「企業ツアー」が好評だ。
毎回の課題・問題点を改善し、継続的に実
施するべき。

ツアーは 2012 年度も含め、合計
10 回程度開催する予定となってい
る。参加者や訪問先企業の声などを
踏まえ、効果や課題を検証しながら
必要な改善措置を講じていく。

産労局長

教育

震災の教訓踏まえ防災教育の充実へ

東日本大震災の教訓を風化させない
ため、これまでの各学校における防
災教育を一層充実させるべき。

都教育委は新たな補助教材として、
国語、社会、道徳などの各授業で活
用できる「３・11 を忘れない」を

作成した。また、都立学校および区市町村
教育委に対して、避難訓練の見直しなど
2011 年度に行った取り組みを継続するこ
との大切さを指導していく。

教育長

自家発電導入の助成率が継続へ

自家発電設備を導入する都内中小
企業に助成を行う事業について、

２月に東北電力、東京電力管轄内の事業所
も補助対象となったが、単独企業で３分の
２、グループで４分の３の助成率が３月末
までとなっている。この助成制度を今年９
月末まで延長するべきだ。

前向きに検討する（３月 22 日付で
9月末まで延長が決定）。

産労局長

知的財産の保護、相談体制の拡充を

中小製造業がアジアなどに販路拡大
する際、模造品が出回る可能性があ

る。知的財産の保護のために、都知的財産
総合センターにおいて、特許権以外の実用
新案、意匠や商標などの権利で対抗できる
ようにするべき。

意匠や商標の権利の出願に要する経
費の助成限度額を 2012 年度は 30
万円から 60万円に増額する。産労局長

海外の知的財産に対する知識の面で
も人数の面でも、同センターの相談
体制の拡充を。

来年度、高度な相談内容に対応でき
るアドバイザーを増員する。

産労局長

少子化対策

ボランティア活用し出会いの場づくりを

都ならではの結婚支援について、東
京湾埋立地で整備中の「海の森」へ

の植樹など、共同作業を継続して行えるボ
ランティア活動を男女の出会いの場づくり
として活用してはどうか。

仕事はたくさんあるので、いくらで
も準備する。

知事

地域医療地域医療地域医療地域医療

リハビリテーションの充実求める

地域におけるリハビリテーション提
供体制を充実させるための都の取り
組みは。

都内 12 カ所の地域リハビリテー
ション支援センターで、2011 年度
は介護支援専門員を対象とした研修

用のテキストについても、脳卒中をテーマ
に新たに作成した。来年度は高齢者に多い
他の疾患をテーマにテキストを作成する。

福祉保健
局長

■2012年 春季号 かんたろう通信

「ご意見・ご要望」は都議会公明党へ   Tel 03－5320－7250  Fax 03－5388－1787


